
 

 

 

 

 

常総市下水道事業 

経費回収率の向上に向けたロードマップ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和６年 11 月 

常総市 

  



1 公共下水道事業 

(1) 現況（令和６年 11 月 30 日時点） 

① 地方公営企業法適用年月日  令和２年４月１日 

② 供用開始年月日（経過年数）  平成 11 年４月１日（25 年） 

③ 経費回収率（令和５年度）  83.42% 

④ 使用料単価（令和 5 年度）  169.68 円/㎥ 

⑤ 現行使用料施行年月日（経過年数） 平成 26 年４月１日（10 年） 

⑥ 収支実績（法適用年度以降） 

 

(2) 経営健全化に関する定量的な業績指標及び目標年限 

次に掲げる業績指標を令和 16 年度までに達成することを目標とする。 

① 経費回収率を 84％以上とする。 

② 使用料単価（165 円/㎥以上）を維持する。 

③ 当年度純利益の黒字を維持する。 

 

(3) 収入増加・支出削減のための具体的取組及び実施時期 

① 経営戦略の改定 

ｱ モニタリング 

 毎年度の決算後に投資・財政計画（収支計画）の実績値と計画値との乖離状況のモニタリング

を行う。著しい乖離のある場合は原因分析及び対策の検討を行う。 

ｲ ローリング 

 検証・改善（ローリング）については社会経済情勢を注視しながら３～５年ごとに実施する。 

 次回の見直しは令和７年度に実施する見込みであり、以後 5 年毎を目途に継続的に見直しを

図る。 

 1.投資・財政計画（収支計画）における実績推移の確認 

2.将来見通しの再評価 

3.投資の計画及び投資状況の検証 

4.社会経済情勢を踏まえた投資・財政計画（収支計画）の見直し 

（単位：千円）

R2 R3 R4 R5

営業収益 218,992 228,529 241,392 255,796

営業外収益 667,702 662,152 708,763 728,774

営業費用 745,457 767,194 810,736 845,134

営業外費用 116,649 110,760 108,438 111,084

経常収益 24,588 12,727 30,981 28,352

特別利益 0 2,400 2,374 0

特別損失 3,114 0 0 0

純利益 21,474 15,127 33,355 28,352



5.新たな課題の発生状況等を踏まえ経営戦略の修正・再作成の検討 

② 使用料改定の検討 

 令和 7 年度及び令和 12 年度に経費回収率及びその構成要素である収支構造（収益の状況、費用

の状況、他会計繰入金の内容と繰入方針）を分析することで、必要に応じて使用料を見直す。ただ

し、面整備を実施中であるため、使用料改定による新規接続件数への影響を鑑みて検討する。 

③ 広域化・共同化の検討 

 本事業の経営状況のほか、茨城県や他の市町村の動向も踏まえて随時広域化・共同化を検討する。 

④ 投資の平準化の検討 

 ストックマネジメント計画及び最適化整備構想その他の計画等で予定する事業のほか、施設の劣

化に基づく更新需要の試算を行い投資の平準化に努める。 

 次回の見直しは令和７年度に実施する見込みである。 

⑤ 民間活力（PPP/PFI など）活用の検討 

 現在、処理場の包括委託による経費削減を実施しており、今後はそれを継続するとともにより効

率的な経営に資する手法を検討する。 

 具体的には、令和 9 年度までにウォーターＰＰＰ導入可能性調査を実施し、導入の可否を検討す

ることで、本事業の経営状況等を踏まえて適時民間活力の活用を検討する。 

 

(4) ロードマップ及び経営指標等の目標値 

① ロードマップ 

② 経営指標等の目標値 

  

① 経営戦略の改定 〇 〇

② 使用料改定の検討 〇 〇

③ 広域化・共同化の検討

④ 投資の平準化の検討 〇 〇

⑤ 民間活力（PPP/PFIなど）活用の検討

R13R12
年　　度

R7 R15 R16
項　　目

R8 R9 R14R10 R11

① 経費回収率 (%) 83.42 83.50 84.00

② 使用料単価 (円/㎥) 169.68

③ 汚水処理原価 (円/㎥) 203.42

令和16年度

（終期目標）項　　目

165円以上を維持

令和5年度

（現況）

令和11年度

（中期目標）

230円以下を維持

年　　度



2 特定公共下水道 

(1) 現況（令和６年 11 月 30 日時点） 

① 地方公営企業法適用年月日  令和２年４月１日 

② 供用開始年月日（経過年数）  昭和 56 年７月１日（43 年） 

③ 経費回収率（令和５年度）  64.01% 

④ 使用料単価（令和 5 年度）  150.03 円/㎥ 

⑤ 現行使用料施行年月日（経過年数） 平成 27 年４月１日（９年） 

⑥ 収支実績（法適用年度以降） 

 

(2) 経営健全化に関する定量的な業績指標及び目標年限 

次に掲げる業績指標を令和 16 年度までに達成することを目標とする。 

① 経費回収率を 65％以上とする。 

② 使用料単価（150 円/㎥以上）を維持する。 

③ 当年度純利益の黒字を維持する。 

 

(3) 収入増加・支出削減のための具体的取組及び実施時期 

① 経営戦略の改定 

ｱ モニタリング 

 毎年度の決算後に投資・財政計画（収支計画）の実績値と計画値との乖離状況のモニタリング

を行う。著しい乖離のある場合は原因分析及び対策の検討を行う。 

ｲ ローリング 

 検証・改善（ローリング）については社会経済情勢を注視しながら３～５年ごとに実施する。 

 次回の見直しは令和７年度に実施する見込みであり、以後 5 年毎を目途に継続的に見直しを

図る。 

 1.投資・財政計画（収支計画）における実績推移の確認 

2.将来見通しの再評価 

3.投資の計画及び投資状況の検証 

4.社会経済情勢を踏まえた投資・財政計画（収支計画）の見直し 

（単位：千円）

R2 R3 R4 R5

営業収益 47,175 48,535 45,270 42,304

営業外収益 146,756 145,183 151,122 150,108

営業費用 179,850 186,407 188,510 183,109

営業外費用 4,048 3,782 3,511 3,249

経常収益 10,033 3,529 4,371 6,054

特別利益 0 700 610 0

特別損失 1,265 0 0 0

純利益 8,768 4,229 4,981 6,054



5.新たな課題の発生状況等を踏まえ経営戦略の修正・再作成の検討 

② 使用料改定の検討 

 令和 7 年度及び令和 12 年度に経費回収率及びその構成要素である収支構造（収益の状況、費用

の状況、他会計繰入金の内容と繰入方針）を分析することで、必要に応じて使用料を見直す。 

③ 広域化・共同化の検討 

 本事業の経営状況のほか、茨城県や他の市町村の動向も踏まえて随時広域化・共同化を検討する。 

④ 投資の平準化の検討 

 ストックマネジメント計画及び最適化整備構想その他の計画等で予定する事業のほか、施設の劣

化に基づく更新需要の試算を行い投資の平準化に努める。 

 次回の見直しは令和７年度に実施する見込みである。 

⑤ 民間活力（包括委託など）活用の検討 

 現在、処理場の包括委託による経費削減を実施しており、今後はそれを継続するとともにより効

率的な経営に資する手法を検討する。 

 

(4) ロードマップ及び経営指標等の目標値 

① ロードマップ 

② 経営指標等の目標値 

  

① 経営戦略の改定 〇 〇

② 使用料改定の検討 〇 〇

③ 広域化・共同化の検討

④ 投資の平準化の検討 〇 〇

⑤ 民間活力（PPP/PFIなど）活用の検討

R15 R16
項　　目

R8 R9 R14R10 R11 R13R12
年　　度

R7

① 経費回収率 (%) 64.01 64.50 65.00

② 使用料単価 (円/㎥) 150.03

③ 汚水処理原価 (円/㎥) 234.39

令和16年度

（終期目標）

150円以上を維持

260円以下を維持

項　　目

年　　度 令和5年度

（現況）

令和11年度

（中期目標）



3 農業集落排水事業 

(1) 現況（令和６年 11 月 30 日時点） 

① 地方公営企業法適用年月日  令和２年４月１日 

② 供用開始年月日（経過年数）  平成６年 12 月１日（29 年） 

③ 経費回収率（令和５年度）  71.74% 

④ 使用料単価（令和 5 年度）  158.60 円/㎥ 

⑤ 現行使用料施行年月日（経過年数） 平成 26 年４月１日（10 年） 

⑥ 収支（法適用後） 

 

(2) 経営健全化に関する定量的な業績指標及び目標年限 

次に掲げる業績指標を令和 16 年度までに達成することを目標とする。 

① 経費回収率を 73％以上とする。 

② 使用料単価（155 円/㎥以上）を維持する。 

③ 当年度純利益の黒字を維持する。 

 

(3) 収入増加・支出削減のための具体的取組及び実施時期 

① 経営戦略の改定 

ｱ モニタリング 

 毎年度の決算後に投資・財政計画（収支計画）の実績値と計画値との乖離状況のモニタリング

を行う。著しい乖離のある場合は原因分析及び対策の検討を行う。 

ｲ ローリング 

 検証・改善（ローリング）については社会経済情勢を注視しながら３～５年ごとに実施する。 

 次回の見直しは令和７年度に実施する見込みであり、以後 5 年毎を目途に継続的に見直しを

図る。 

 1.投資・財政計画（収支計画）における実績推移の確認 

2.将来見通しの再評価 

3.投資の計画及び投資状況の検証 

4.社会経済情勢を踏まえた投資・財政計画（収支計画）の見直し 

（単位：千円）

R2 R3 R4 R5

営業収益 66,027 64,946 62,992 61,938

営業外収益 219,351 193,531 210,856 213,141

営業費用 238,893 234,951 245,593 242,147

営業外費用 22,963 18,605 14,757 10,893

経常収益 23,522 4,921 13,498 22,039

特別利益 0 433 367 0

特別損失 2,828 0 0 0

純利益 20,694 5,354 13,865 22,039



5.新たな課題の発生状況等を踏まえ経営戦略の修正・再作成の検討 

② 使用料改定の検討 

 令和 7 年度及び令和 12 年度に経費回収率及びその構成要素である収支構造（収益の状況、費用

の状況、他会計繰入金の内容と繰入方針）を分析することで、必要に応じて使用料を見直す。 

③ 広域化・共同化の検討 

 本事業の経営状況のほか、茨城県や他の市町村の動向も踏まえて随時広域化・共同化を検討する。 

④ 投資の平準化の検討 

 ストックマネジメント計画及び最適化整備構想その他の計画等で予定する事業のほか、施設の劣

化に基づく更新需要の試算を行い投資の平準化に努める。 

 次回の見直しは令和７年度に実施する見込みである。 

⑤ 民間活力（包括委託など）活用の検討 

 現在、処理場の包括委託による経費削減を実施しており、今後はそれを継続するとともにより効

率的な経営に資する手法を検討する。 

 

(4) ロードマップ及び経営指標等の目標値 

① ロードマップ 

② 経営指標等の目標値 

  

① 経営戦略の改定 〇 〇

② 使用料改定の検討 〇 〇

③ 広域化・共同化の検討

④ 投資の平準化の検討 〇 〇

⑤ 民間活力（PPP/PFIなど）活用の検討

R15 R16
項　　目

R8 R9 R14R10 R11 R13R12
年　　度

R7

① 経費回収率 (%) 71.74 72.00 73.00

② 使用料単価 (円/㎥) 158.60

③ 汚水処理原価 (円/㎥) 221.09

年　　度 令和11年度

（中期目標）

令和5年度

（現況）

155円以上を維持

250円以下を維持

令和16年度

（終期目標）項　　目


